








カネミ油症事件
※事件の概要※
日時：1968年（昭和43年）
場所：福岡県北九州市のカネミ倉庫で製造された米ぬか油（ライスオイル）が原因
原因物質：製造工程の脱臭装置で熱媒体として使用されたポリ塩化ビフェニル（PCB）が漏れ出
し、加熱過程でダイオキシン類（PCDFなど）に変化して油に混入
被害範囲：福岡、長崎、広島など西日本一帯に広がり、数千人規模の患者が発生

※健康被害※
皮膚症状：吹き出物、色素沈着、塩素ざ瘡（クロロアクネ）
全身症状：倦怠感、頭痛、手足のしびれ、肝機能障害、食欲不振

胎児への影響：妊婦が摂取した場合、胎児に重篤な障害が発生し、黒色胎児の死亡例が社会に
大きな衝撃を与えた
長期的影響：PCBやダイオキシンは体内に残留しやすく、現在も後遺症に苦しむ患者が存在









ストックホルム条約・PCB特措法
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処理期限以降の低濃度PCBの課題

◼ 現在のPCB特措法では低濃度PCB廃棄物に対して取扱いの規定を定めており、
低濃度PCB廃棄物は期限内に処理する方針で自治体や業界団体と連携して取り
組んでいるが、中小企業や個人等において、製品が使用中であることやPCB含有
製品かどうか不明の疑い物が多数存在すること、また分析や処理の経済的負担
増等を理由に処理が進んでいない保管や所有事業者も少なからず存在している。
このため、上記の規定を変更し、以下の対応とし、加えて処理促進策を講ずる。
①令和９年3月までに低濃度PCB廃棄物と判明しているものはすべて処理すること
②廃棄物となっていないコンデンサー等の封じ切り機器を含めた使用中の製品に
ついて、今後検討する使用から廃棄までの厳格な管理制度・体制の下で、処理期
限後に廃棄された低濃度PCB廃棄物もすべて処理すること。



処理期限以降の低濃度PCBの課題

◼ 事業者へのヒアリング等では以下のような事例も報告されている。すなわち、
既に低濃度PCB含有が判明しているが当該製品を廃棄するためには装置全体
を交換する必要があるものや多数の小型PCB含有疑い製品が組み込まれてお
り１個１個の確認が困難な制御盤等、
また財政難から塗り替えが進まない橋梁の塗膜等、
上記②の対象として検討すべき特殊な事例も明らかとなっている。
◼ これらの処理促進を図るためにも、同製品の所有者に対する管理の強化や
廃棄までのトレーサビリティ確保のための仕組みを導入するなど、現行制度の
見直しが必要である。
◼ 無害化と資源回収、その両側面を持ったシステム構想につながっていくような
仕組みの検討も必要である。





制度見直しに関する対応のポイント（案）
公共インフラの橋梁等や特定業種による工場のタンク等の使用中の設備等の表
面に防錆用のPCB含有塗料の塗膜が施工されたものについては、設備自体の機
能が維持されていれば厳格な管理を適切に行うことで使用し続けることができるも
のとする。なお、これらの設備等の補修・更新の際に併せて、塗膜の剥離を計画
的に進めるように、以下の仕組みを導入する。
➢低濃度PCB含有塗膜の付着した設備等の所有者（国、自治体、特定業種企業
等）に対して、廃棄後の処理を含めた設備の塗膜の管理計画の策定とともに、計
画的な処理を促す仕組みの導入
➢管理計画の実効性を担保するための同計画の定期的な公表・見直しや管理・
廃棄処理に関する行政指導等の規定の追加
○設備等の管理計画において、塗膜の剥離の際の飛散防止及び回収された低濃
度PCB汚染物の処分等についても事前の検討を求める。











低濃度PCB使用製品

低濃度PCB廃棄物はPCB特措法に基づき
令和9年3月末までに処分が義務づけられている。

しかし、低濃度PCBを含む使用製品には規制がなく、
処理期限の令和９年4月以降に、使用機器の寿命等により不要となった低濃度PCB使用製品が新た

な廃棄物として発生することが見込まれ、その適正処理の確保が課題。

具体的にどうする？



主要な検討事項

処理期限以降に低濃度PCB廃棄物として発生しうる使用中の低濃度PCB使用製品
について、ストックホルム条約に定める令和10年12月迄の環境上適正な管理を確実
に履行するため、同製品の所有者に対する同製品の管理の強化、さらに廃止後の
廃棄までのトレーサビリティ確保のため、PCB特措法を見直して、以下の仕組みを導
入すべき。

⇒使用中の低濃度PCB使用製品に関する届出を義務付ける制度を導入するととも
に、使用中のこれらの製品に関する管理基準の設定等の仕組みを導入する。
⇒使用中の低濃度PCB使用製品について、使用を止めて廃棄物として廃棄しようと
する際に、自治体に届出をした後に一定期間内の処理を義務付ける。





低濃度PCB含有塗料を使用した建築物・設備について

橋梁やタンク等の使用中の建築物・設備の表面に塗布された
防錆用のPCB含有塗料については、同建築物や設備等の管理者に
塗膜の管理計画及び処理計画の提出を求めることで、電気機器でいう

PCB特措法の届出と同義として制度を検討する

使用中の低濃度PCB含有製品及び同疑い製品について
使用を止めて廃棄物として廃棄しようとする際に適正処理を確保するため、
自治体に廃棄の届出をした後一定期間内（原則３年以内）に安全かつ確実に
処理することを義務付けるとともに、処理後に自治体への報告の義務化




